
令和6年(2024年)11月

北海道経済部ゼロカーボン推進局

札幌市まちづくり政策局グリーントランスフォーメーション推進室

「地方税の税制優遇」検討における
基本的考え方（案）



１ 検討の背景
（北海道・札幌「GX金融・資産運用特区」など）（P.2~6）

２ 税制優遇の導入について（P.7~10）

３ 税制優遇の内容について（P.11~21）

（１）対象とする事業 （P.11~13）

（２）対象とする事業者、税目 （P.14~19）

（３）優遇期間、税率（P.20）

（４）制度の実施期間（P.21）

【参考】有識者懇談会の開催状況（P.22）
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※2 「国家戦略特区」は、“世界で一番ビジネスをしやすい環境”を作ることを目的に、地域や分野を限
定し、大胆な規制・制度の緩和や税制面の優遇を行う規制改革制度。

※1 金融・資産運用特区は、金融・資産運用業にとって魅力的な環境を整備する観点から、特定の地域に
おいて国や地域が規制改革や運用面での取組み等を重点的に実施するエリアの総称（概念上の特区）で
あり、金融・資産運用特区それ自体は、個別の法的根拠や制度的枠組みを有しない。

これまでの主な経過

令和5年12月 政府は「資産運用立国実現プラン」において、「金融・資産運用特区」の創設に向
けて、関心を有する自治体を募ることを公表

令和6年 1月 特区に関する提案募集を開始
令和6年 1月 国に「北海道・札幌『GX金融・資産運用特区』」を提案。その後、提案内容のうち

主にGXに関する項目を全道域に拡大
令和6年 5月 金融・資産運用特区の実現に向けた総理と4都市首長との意見交換
令和6年 6月 北海道が金融・資産運用特区として決定、併せて、国家戦略特別区域に指定

金融・資産運用特区の概要

○ 「金融・資産運用特区」（※1）は、国内・海外の金融・資産運用会社の新規参入や業務拡充を通じ
て海外の投資資金も取り込み、スタートアップなどの成長分野へ十分な資金が供給される環境を実現
するため、金融庁と意欲ある地域が協働し、関係省庁と連携しつつ、金融･ビジネス・生活環境関連
の規制改革や英語対応等の行政サービスの充実など必要な支援を実施し、金融・資産運用サービスの
集積・拡充と成長分野の発展を目指すもの。

○ 主に金融・資産運用サービスの集積･拡充に資するビジネス・生活環境の整備に係る規制特例措置に
ついて、国家戦略特区制度（※2）を活用

（１） これまでの経過と特区制度の概要

１ 検討の背景
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○今後10年間で150兆円超ともいわれるGXの官民投資
➔国内随一の再生可能エネルギーのポテンシャル
➔ＧＸ関連の大型プロジェクトが道内で進行中

○都市と自然が調和した世界でも類を見ない魅力的な街

北海道・札幌が有するポテンシャルの高さ

○「金融・資産運用特区」を活用

○資産運用会社等の金融機能を北海道・札幌に集積

○GX産業のサプライチェーン構築・雇用創出

○日本の再生可能エネルギー供給基地の構築

○アジア・世界の金融センターの実現

「GX金融・資産運用特区」を通じて、目指す姿

2023年４月１５日 「G7札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合」

○Ｇ７大臣会合の札幌開催の機会を捉え、脱炭素を通じてエネルギーの地産

地消と道内経済の活性化、日本及び世界のＧＸに貢献していくことについて､

「脱炭素社会の未来を拓く北海道・札幌宣言」を発表。

目指す姿

日本の再生可能エネルギーの供給基地
アジア・世界の金融センターの実現

全道域のＧＸ産業の振興

洋上風力

蓄電池

海底直流送電 電気等運搬船

水素

札幌市域での金融機能の強化･集積

海外・国内

資金・人材・
情報の集積

（２） 北海道・札幌市が目指す姿（地域のコンセプト）
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１ 検討の背景



大阪府・大阪市

福岡県・福岡市

《サステナブルな社会を実現するアジアのイノベーション・金融ハブ東京》

《未来社会の実現に向けたチャレンジ特区》

《スタートアップ金融・資産運用特区》

資金・人材・技術・情報を呼び込むゲートウェイとして、日本・アジア全体の成長に貢献

１ サステナブルファイナンスの先進都市へ
２ グローバルに活躍するスタートアップが生まれる都市へ
３ 英語でビジネス グローバルスタンダードな都市へ

東京都

グローバルスタンダードに合わせた規制改革等により、資産運用業者やフィンテック企業
等を集積させ、世界と伍する国際金融都市ＯＳＡＫＡを創造

１ 海外から入りやすくする
２ ビジネスと生活をはじめやすくする
３ ビジネスを展開しやすくする
４ 在阪企業の活動を活性化させる・府民の資産形成を向上させる

アジア・スタートアップ・成長産業特区による規制緩和と福岡の独自施策で、福岡が金融
ハブとなり、九州の成長産業やスタートアップの更なる発展に貢献

１ スタートアップや成長産業の育成・成長促進
２ 資産運用業など多様な金融プレイヤーの集積
３ 社会課題解決に資するマーケットの構築

コンセプト

コンセプト

コンセプト
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（３）「金融・資産運用特区」として指定された他３都市の提案概要について

１ 検討の背景



〇発電電力量の目標
道では、令和3年3月に策定した「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画」において、エネルギーの導入目標を設定。
目標値は、国の導入見込みや系統接続の申込状況等から勘案し設定。目標までは、まだ半分程度であり、北海道経済の発展やエネル
ギーの安定化に向けて、更なる取組が必要

単位（百万kWh）
(※1)REPOS（再生可能エネルギー情報提供システム2023年4月）
(※2)北海道ゼロカーボン産業課 北海道省エネ・新エネ促進行動計画

【第Ⅲ期】の推進状況（2023年9月調べ）より抜粋

全国 北海道 北海道（※2）

ポテンシャル（※1）
実績

（2021年度）
目標

（2030年度）

598,532 27,931
3,089 3,540

1,277,355 409,913

1,262,473 636,018 1,310 4,188

3,460,664 1,044,343 3 3,965

51,935 5,061 3,385 4,133

120,518 15,010 113 629

合計 6,771,477 2,138,276 7,900 16,455

〈年間発電電力量〉

目標まではまだ半分程度

（４） 北海道の再エネ導入状況
○北海道は、全国随一の再生可能エネルギーのポテンシャルを有しているが、地域間の系統の規模が小さく、
系統の空き容量が不足していること、また蓄電池などの調整力が足りないことから、再エネ資源を十分活
用できていない状況。

○このため、海底直流送電や地内系統など送電網の整備を着実に進めるとともに、送電網の整備には多額の
コストと時間を要することから、再エネ電力の需要者であるデータセンターや次世代半導体製造拠点の地
域での立地促進、蓄電池の普及、電気運搬船の活用、水素の製造・利用などを進め、再エネの導入拡大を
図る必要がある。
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Team Sapporo-Hokkaidoの設立について（案）

○北海道・札幌は、かつて石炭の産出地であったが、石油等へのエネルギー転換により、海外を含む道外
からのエネルギー移輸入が増え、エネルギー収支（移輸出－移輸入）はマイナスの状況。

北海道：▲5,363億円 札幌市：▲2,910億円
（「環境省地域経済循環分析自動作成ツール」を用い、平成27年産業連関表等から札幌市が算出）

参考：日本のエネルギー収支 輸出額（1兆4,881億）-輸入額（26兆78億）=▲24兆5,197億

※出典：財務省「貿易統計令和5年度分」

○国内随一の再エネポテンシャル、特に、強い風が安定して吹き、潜在力が大きい「洋上風力」等を活用
しながら産業集積・雇用創出を図り、電気・水素等を製造し、地域利用や道外移出等で、北海道各地域、
札幌の経済を元気に。

日本、世界の脱炭素、ゼロカーボンの実現に貢献！！

（５） 北海道のエネルギー収支状況
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■B自治体（R4年度実施）
立地した企業に対し「必要な支援」についてアンケートを
実施（回答数58件）

3.4
12.1

24.1
31
34.5

77.6
86.2

0 20 40 60 80 100

経営支援

新製品・技術開発支援

マッチング等の販路・仕入れ先開拓支援

低利融資などの金融支援

新製品・技術開発等への助成

人材確保、育成にかかる支援

立地や設備投資に対する支援や税の軽減

■A自治体（R4年度実施）
立地した企業に対し「立地場所を選定した理由」について
アンケート実施（回答数96件）

独自の税制優遇を先行して導入している自治体が実施したアンケート結果

２ 税制優遇の導入について
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31.2

35.3

51.4

57.4

16.1

34.1

49.1

43.4

50.2

0 10 20 30 40 50 60 70

地元企業に関する情報提供

用地等の受け皿の整備・供給

域内外の交通アクセスの向上

人材確保・育成の支援

優遇制度の充実

物流業
製造業

（一財）日本立地センターによるアンケート結果（2023年10月）

○各種アンケート調査によれば、立地選定理由として「自治体の助成」や「税の軽減」があげられており、
「税制優遇」は企業誘致のインセンティブになると考えられる。

○国においても、地方への立地施策として様々な税制優遇制度を導入している。
（例：地域未来投資促進法、過疎法、離島振興法、地域再生法など）

■国内の製造業、物流業2万社を
対象に「自治体等に求める立地
環境向上への取り組み」につい
てアンケートを実施。
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（１） 税制優遇の効果



×Ｇ Ｘ 金 融

高度人材ポイント制の特別加算の対象となる自
治体の支援措置の明確化高度人材確保

銀行によるＧＸ関連事業に対する出資規制の
緩和

日本参入時の法人設立に伴う手続きに関する
英語対応（外国人銀行口座の開設支援を含
む）

英語行政
手続き

資金調達・
金融支援

圧縮水素の貯蔵量上限の緩和

洋上風力発電設備の設置・保守に係る外国籍
船の利用及び外国人材の活用

風力・
再エネ

水素

※「金融・資産運用特区実現パッケージ」に掲載された主なものを抜粋

排他的経済水域における洋上風力発電設備
の設置

スタートアップへ投資する外国人投資家向け在
留資格の創設

資産運用業に対する英語による金融行政の拡
充（「拠点開設サポートオフィス」の設置）

国の取組（規制を改革し、ビジネスしやすい環境へ）

（２） 北海道・札幌「GX金融・資産運用特区」の地元の取組

地元の取組（GX産業集積・金融機能強化集積に向けて）

ＧＸ事業を行う企業の誘致強化、補助金
ＧＸ情報プラットフォームの構築
ＧＸ事業認証制度の創設

スタートアップ創出・育成強化、ビジネスマッチング拡充人材確保・人材育成の強化 (普及啓発・情報発信)

海外資産運用会社等の誘致強化 、補助金

インターナショナルスクール誘致や
新たな国際バカロレア（海外大学でも通用する国際教育プログラム）導入校の設置検討

誘致活動・
情報発信強化

税制優遇(道税・市税)
高機能オフィス確保
(容積率緩和等)

行政手続の英語
対応(札幌市)

丘珠空港のビジネス
ジェット利用促進

ビジネス・暮らしの英語ワンストッ
プ相談窓口の開設

人材育成強化・
スタートアップ支援

快適なビジネス
環境の整備

魅力溢れる生活
環境の整備
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２ 税制優遇の導入について



（３） GX産業集積に向けた北海道・札幌市の企業誘致支援策
○ GX事業は、事業予見可能性が低いことから、資金調達が困難。また収益化まで長期を要することが事業
参入の障壁となっている。そのため収益化までの事業の安定性を確保のため、支援が必要。

○既存の支援制度に加え新たな税制優遇の支援によりステージに応じた多様な資金調達環境を整えるとと
もに、人材育成・確保など様々な課題にも対応し、GX産業集積をはかる。

初期投資への支援 事業運営への支援

税制優遇・補助金

<北海道>企業立地促進費補助金
■投資額に対する補助（建物の建設、機械の購入）
■助成額：投資額の2.5％～10％（限度額5千万～15億）
■雇用要件：1人以上～20人以上
■投資額要件：2500万以上～20億以上

新たな税制優遇

■不動産取得税・固定資産税・都市計画税の免除 ■法人道民税・法人事業税・法人市民税・事業所税の免除

政策金融

<北海道>中小企業総合振興資金
■ライフステージ対応資金（創業貸付、ステップアップ貸付、事業承継貸付、企業体質強化貸付）
融資金額：最大8億円以内 融資期間：最大20年以内 融資利率：1.1％～1.7％

■経済環境変化対応資金（経営環境変化対応貸付、コロナ克服サポート貸付、防災・減災貸付）
融資金額：最大16億円以内 融資期間：最大20年以内 融資利率：1.1％～1.7％

■一般経営資金（一般貸付、小規模企業貸付）
融資金額：最大8000万円以内 融資期間：最大10年以内 融資利率：1.3％～2.1％

人材育成

■洋上風力発電関連産業人材確保支援事業補助金（R6）
洋上風力発電の建設工事やメンテナンス業務等に必要な知識・技能・資格等の取得に関する経費を支援

■道立高等技術専門学院
工業技術、電気・電子技術、建設技術等の専門的な技術・技能の習得

企業立地ワンス
トップサービス

■企業立地に関連する各種手続きや関係先との連絡調整など、あらゆるご相談に一つの窓口で対応

既存の企業誘致支援策（主なもの）と新たな税制優遇の支援範囲の整理

ＧＸ事業者

既存の税制優遇
過疎法、離島振興法、半島振興法：データセンター、新エネ事業、研究開発、保守運営等事業者が対象外
地域未来投資促進法：計画にGX分野がない市町村が対象外
原子力立地地域特措法：175市町村が対象外
地域再生法：本社機能移転等以外は対象外

既存の税制優遇制度の対象外
となるものをカバーするもの
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２ 税制優遇の導入について



（４） 金融機能の強化集積に向けた北海道・札幌市の企業誘致支援策

○札幌市への金融機能の強化集積につながる既存の企業誘致支援策は、「補助金」「税制優遇」がある。
○このたびの税制優遇は、既存の支援策で支援範囲となっていない新たな範囲を支援するもの。

対象 初期投資への支援 事業運営への支援

金融機能 ■税制優遇
<北海道・札幌市>

地域未来投資促進税制（地域未来投資促進法）
※適用要件あり（P21参照）
✓不動産取得税の免除（全額ゼロ）
✓固定資産税の免除（3年間全額ゼロ）

既存支援なし

新たな税制優遇
✓法人事業税、法人道民税、法人市民税、事業所税の免除

その他
機能

■補助金

<北海道>企業立地促進費補助金 ※本社機能が対象

<札幌市>本社機能・事務ｾﾝﾀー等立地促進補助金 ※本社機能・事務ｾﾝﾀーが対象

<札幌市>IT・コンテンツ・バイオ立地促進補助金 ※研究開発機能が対象

■税制優遇
<北海道・札幌市>

地方拠点強化税制（地域再生法）
※本社機能、研究開発機能が対象
※適用要件あり（P21参照）
✓法人事業税の不均一課税(1年目1/2､2年目3/4､3年目7/8)

✓不動産取得税の免除（移転型：全額ゼロ、拡充型：不均一課税1/10）
✓固定資産税の免除（移転型：1年目ゼロ、2年目1/4、3年目1/2 拡充型：1年目1/10、2年目1/3、3年目2/3）

既存の企業誘致支援策（主なもの）と新たな税制優遇の支援範囲の整理
札幌市に進出する

金融事業者

※不均一課税に関しては地方税の優遇措置を掲載

・投資取引仲介
・ファンド募集
・投資助言・代理
・投資運用
・フィンテック 等

10

２ 税制優遇の導入について


